
     　　令和6年度  学 校 関 係 者 評 価 報 告 書
評価点　

A  高いレベルで達成できた A  とても適切である

B  達成できた B  概ね適切である

C  一部達成できなかった C  あまり適切でない

D  ほとんど達成できなかった D  適切でない

E  判定できない

課題、改善策 評価 意 見 ・ 理 由 評価

１. 教育課程特例校制度のもと学力向

上に努める。
①「光輝」の実践を通して、汎用的な接続カ
リキュラムを作成し、実践する。（異校種間交
流・異学年交流を計画的に進める。）
②「光輝」の授業と体系的な学習指導・生徒
指導を一体的に行い, 子供自身が成長を実
感できる実践を行う。
③これまでの「光輝」の総括を進め, 次期研
究開発の方向を確定する。

①幼小・小中の接続カリキュラムの更新と交流カリキュラム
を計画的に作成・実施し、質的評価として抽出した子供の
変容を分析するなどして、子供への効果を検証する。
②「光輝」と教科指導、生徒指導を一体的に実施し、評価
活動を行い、子供自身が成長を実感できる実践の効果や
課題を、子供の変容等から明らかにする。
③「光輝」の総括を行い、成果と課題を文書にまとめ、次
期研究開発の方向を確定する。

①幼小・小中接続部会が、それぞれの接続カリキュラムの更新と交流カリ
キュラムを計画的に作成・実施し、質的評価として抽出した子供の変容を
分析するなど子供への効果を検証し、課題も含めてレポートにまとめる。
②各教科キャップは、幼小接続部会、小中接続部会、各校種の生徒指
導部と連携して、「光輝」と教科指導、生徒指導を一体的に実施し、評価
活動を行い、子供自身が成長を実感できたのかどうか、実践の効果や課
題を、子供の変容等から明らかにして、レポートにまとめる。また、その後
の実践も含めて、各部会のキャップ、各教科キャップは令和８年1月まで
に子供の変容から効果や指導方法の工夫、「光輝」と教科の往還の関係
性、系統表の修正等を総括しレポートにまとめる。
③次期研究開発企画担当者が、「光輝」の総括を行い、成果と課題を文
書にまとめ、次期研究開発の方向性を示す。

４枚

① 相互参観授業や事後交流会を通して、幼小接続部会の教員が共
通して持っているマインドセットを見つけ、それを意識しながら、学級
の実態に合った手だてを講じて保育・授業を展開した。各学級3名の
抽出児については、中間報告以降も前向きな成長を遂げている。ま
た、小中接続部会では、抽出児のレジリエンスをルーブリック評価し、
レジリエンスの成長過程を共通の観点で各教員が評価することで、量
的データだけでなく、質的な変容を見取ることができた。なお、中間報
告時の課題であった「評価のずれ」については、教師間で抽出児のエ
ピソードを共有し、生成AI等も活用しながら客観性を担保することで解
消に務めた。
②全教科共通の取組として、安心・信頼の場づくり、振り返りを通じた
自己調整の2点が重視され、学びと成長が一体的に捉えられていた。
教科の特徴に応じてアプローチは異なるが、いずれのアプローチにお
いても、自己存在感・共感的人間関係・自己決定・安全安心の視点が
含まれており、発達支持的な指導への一助となっていると考えられる。
③「光輝」の総括（＝書籍化）によって、本学校園の強みを再認識する
ことができた。また、光輝の実践をまとめる中で、各教員が自己の成長
を実感したり、教育観の変容を再認識することができた。

①幼小接続部会では、遊びや生活場面における子供
の思いや願いを丁寧に見取り、子供とともに学びを作り
上げている。教師側に大まかな年間計画はあるもの
の、昨年度までの実践をもとに年度末にカリキュラムを
完成させた。成果と課題を明らかにして次年度に引き
継ぐ。小中接続部会では、今後に向けて、評価方法の
客観性の確保と効率化、並びに本実践で得られた知
見の一般化に努めていく。抽出児への指導モデルを
学級経営全体へ広げ、全ての児童生徒の資質・能力
の向上につなげていく。
②教科の特徴に応じた３つのアプローチすべてにおい
て、授業における発達支持的な生徒指導を充実させる
ためには、自己を振り返る活動の中で、必要な視点や
基準を充実させる必要がある。合わせて安心感を土台
にした援助・指導の継続・強化、思考活動の充実にも
努めていく。
③「光輝」の総括としての書籍化は、完成の見通しは
立っているが、次年度にずれ込むことになった。今後
の教育動向も含めて、次期研究開発に応募していく。

B

　子供たちの「折れない心」「相手の考えを聞
く」「役割を果たす」など子供の「粘り強さ」や「協
働性」を高め、定着させたことは、自伸会三信
条に通じるものがある。社会に出て未曽有の災
害に遭った時やパンデミックが起こった時に対
応できるような、生きる力の基礎力・応用力を子
供たちが身に付けつつあることもわかり、とても
共感できた。また、教師の「信じて待つ」、「ス
モールステップから挑戦させる」、「適切なタイミ
ングでの励まし」等、幼小中での連携も子供た
ちの成長に大きな役割を果たしていた。
　校長先生のことばの中に、教育目標として「教
師の意図と子供の意欲が重なる授業」とあり、
「失敗や葛藤を成長の機会と捉える」とあるが、
先生方の「しなやかなマインドセット」こそが子
供たちのレジリエンスを育む「豊かな土壌」であ
り、共に成長されている様子が伝わってきた。

B

　抽出児への指導モデルを学級経営全体へ
広げるとともに、学校全体としての成果と課題
を整理し、児童生徒の資質・能力の向上に
つなげていく。
　「光輝」の総括については、教員間で共有
するとともに、来年度赴任する教員とも共有
し、取組の成果を更に発展させていく。
　各部会において、今後を見通しながら、評
価方法の客観性の確保と効率化、並びに本
実践で得られた知見の一般化に努める。

２. 小学校・中学校が連携して学力向上

の取り組みを進める。
①基礎学力定着についての研究を進め, 連
絡入学制度について広い視野から見直し作
業を進める。
②連絡入学制度の利点を活かして, コミュニ
ケーションとレジリエンスの基本技能の習得
を継続的・計画的に進める。

①子供の学力や生活状況に関するデータを収集・分析
し、発達段階に応じた体系的な学習指導と進路指導の在
り方を明らかにする。また、幼小中合同会議で連絡入学
制の見直しを検討する。
②情報を共有しながら連携し、「光輝」の授業の中で、学
力向上に繋がるコミュニケーションとレジリエンスの基本技
能を系統的に習得する。

①成長支援部会は子供の学力や生活状況に関するデータを収
集・分析し、発達段階に応じた体系的な学習指導と進路指導の
在り方を、小・中の進路指導学力向上担当と連携して明らかに
し、レポートにまとめる。また、レポートをもとに幼小中合同会議で
広い視野から連絡入学制の見直しを検討する。
②幼小・小中接続部会が「光輝」の授業の中で、学力向上に繋
がるコミュニケーションとレジリエンスの基本技能を系統的に習得
するための単元を開発し、その成果と課題をレポートにまとめる。 ３枚

①成長支援部会では、子供の学力と生活状況を多面的・客観的に把
握し、教育実践の改善につなげる目的として、実力テスト、生活アン
ケート、QUアンケートの三つの量的データを集約・分析した。その結
果、レジリエンスの育成が学力と一定の関連を持つこと、そしてその関
連の仕方が学年段階によって変化することが分かった。特に、７年生
では粘り強さが学力形成の基盤として機能し、８年生では多面的思考
や協働性が学習の質に影響し、９年生では生活態度よりも学習意欲
や学習方略の個人差が学力に結び付きやすくなることが見えてきた。
②幼児期や低学年のうちに、自分なら乗り越えられると思う心を、探究
的な学びをする時間の中で育むことは、今後の教科固有の知識が必
要とされる小中接続期に向けて大切なことであることが分かった。ま
た、８年生の12月までの調査結果より、年間を通じて一定ではないも
のの、「光輝」で育成を目指すレジリエンスを中心とした資質・能力が、
学力と正の相関を持つ時期が明確に確認された。特に学校行事や学
習内容が深まる10月頃に、「他者と協働する力」や「多角的な思考力」
が学力と強く連動しており、これは教科の枠を超えた領域での学び
が、実教科の学力向上に寄与している可能性があることが見えてき
た。

①複数のアンケート結果の関係性を見ることで、学校
現場における実践改善につながる知見を得ることはで
きたが、教師のマインドセットそのものを定量的に捉
え、子供の変容と直接結び付けて検証するまでには
至っていない。今後は、教師の関わり方や授業場面で
の支援を記録・可視化する取組や、「光輝」で育成され
た力が教科の学習にどのように生かされているのかを
質的に検証していく。
②安心感のある学級風土や、子供の状況をよく見取
り、子供たちのもてる力を信じるといった、担任との信
頼関係を構築し、「こんな力を付けてもらいたい」との教
師の意図と子供の思いや願いをすり合わせながら、自
分事として探究的な学びができる時間を保障していく。
小中接続部会では、相関が高まる７月・10月の指導実
践を分析し、その要素（協働的な学びや多面的な振り
返り等）を、相関が低下する時期（12月）の教科指導に
も意識的に組み込み、年間を通じた安定的な学力向
上と資質・能力の育成につなげていく。

B

　多方面において細かく分析されている。「やってみたい」という
気持ちを持たせ、幼児期や低学年から自分たちで困難な状況
にあっても何とか乗り越えようと、ぶつかりあい、協力しながらや
り抜く力を付けることは、中高学年、中学生にも繋がってくると感
じた。教科の枠を超えた領域での学びや異学年交流が、学力
向上、資質・能力の育成に繋がっていくのは大変意義深い。
　教師の指導力がどんなに高くても、生徒の学習能力が比例し
て伸びるとは限らない。将来につながる本物の学力をどのように
して身に付けさせるのか。先生方の取組は壁が高い。成長支援
部会や接続部会のきめ細かい分析により、学年によって変化し
ていく子供たちの問題点や成長の様子があぶりだされている。
「光輝」で培った力が、確実に学力と連動していることが実証さ
れ、やりがいを感じられたと思う。
　幼児期や低学年で、自由な発想の中で育まれる探究的な学
びの充実が、他者との協働する力や多角的な思考力へ結びつ
き、トラブルや悩み・壁の解決につながり成長していくと考える。

B

　行事等における充実感・達成感を学習の
場面においても児童生徒がもてるような指導
の工夫をしていく。
　今後は、教師の関わり方や授業場面での
支援を記録・可視化する取組や、「光輝」で
育成された力が教科の学習にどのように生
かされているのかを質的に検証していく。

３. 発達支援的生徒指導によって、子供
の人間力を高め、自己肯定感を育むこ
とで、生徒指導において地域の拠点校
になる。
①「光輝」の授業・個別科目・行事等を通し
て, 自己理解力・コミュニケーション力・共感
性等を含む社会的資質・能力を育成する。
②子供のコミュニケーション能力を向上させ
て, いじめの起こり難い良好な人間関係を構
築する。
③子どもの学力や生活状況(Q-U，いじめア
ンケート等)に関するデータを収集・分析す
る。

①②学校で行うすべての教育活動において、情報を共有
しながら連携し、生徒指導にも関連する自己理解力・コ
ミュニケーション力・共感性等社会的資質・能力を向上さ
せる授業を開発・実践し、良好な人間関係を構築し、いじ
め予防に繋げる。
③子供の学力や生活状況に関するデータ（Q-U、いじめ
アンケート等）を収集・分析し、発達段階に応じた体系的
な生徒指導と評価方法を明らかにする。

①②生徒指導担当は、幼小・小中接続部会、成長支援部会と連
携し、生徒指導にも関連する自己理解力・コミュニケーション力・
共感性等社会的資質・能力を向上させる授業を開発・実践し、そ
の成果と課題を、良好な人間関係が構築できたのか、いじめ予
防に繋げられたのか、という観点も含めてレポートにまとめる。
③生徒指導担当は、幼小・小中接続部会、成長支援部会と連携
し、発達段階に応じた体系的な生徒指導と評価方法を策定し、
その策定内容の検証をレポートにまとめる。また、小・中学校の
生徒指導担当が連携して、いじめに関する調査の分析を行い、
いじめ防止の取り組みの成果と課題をレポートにまとめる。

１枚

①②小中学校ともに、「光輝」の授業・個別科目・行事等で、小学校で
は「自己表現力開発」、中学校では「SST」など発達支持的生徒指導
の取組により、協働性・共感性の発達が、学級生活の安定やいじめの
未然防止、良好な人間関係づくりに寄与していることが明らかになっ
た。
③生活アンケート、Hyper-QUの結果より、小学校２～３年では、友達
関係・学級の雰囲気ともに全国平均を上回り、初期段階から安定した
関係形成が見られるが、非承認群が２年生でやや高くなっている。小
学校４～６年では、協働・共感的活動への意欲が高まっているが、自
己理解がやや減少した。中学校７～９年では、他者理解と自己理解が
深化している。また、小学校低学年では、「関係形成の定着」、中学年
～高学年では「共感・協働の拡充」、中学校では「関係の安定・内面
化」段階へと発達的推移が見られた。加えて重大事態は発生していな
い。教職員間の情報共有と組織的対応が定着し、安心・安全な学校
づくりが進展しているものと考えられる。

①②今後は、学校全体として発達支持的生徒指導を
推進し、「循環的学びの文化」の定着を図る。また、発
達段階ごとの社会的スキルの育成モデルの体系化も
検討していきたい。
③生活アンケートとHyperQ‐Uの両結果をもとに、小学
校2年生では、承認経験を得にくい児童への個別支援
を、また小学校高学年では、自己理解の再構築を促す
段階を支えるために、振り返り活動の質を高める、他者
の視点を媒介とした自己省察の機会を設ける、自己肯
定感を・承認感を再構築する、といった支援を適宜
行っていく。 B

　児童、生徒の協働性、共感性の発達が学級生活の安定といじ
めの未然防止に寄与していること、発達段階に応じた支援の効
果が確認されたことは、今後も学園生活がより良くなると感じた。
　子供が成長するにしたがって、親子関係のバランスは変わっ
てきて、親はいろいろ戸惑う。しかし親目線は変わらない。しか
し、学校では一人ひとりの子供のことを、多くの先生方が多方面
から長期にわたって見守り観察されている。各部会の先生達
が、太いパイプで繋がって、情報共有しながらこつこつと積み上
げられた実績は、きっと子供達の元へ還元されると思う。どの子
にとっても居心地の良い学校であって欲しい。
　児童生徒の協働性、共感性の発達が、学級生活の安定と、い
じめ未然防止に寄与すること、他者理解の深化が自己理解の
再構築を促すことが明らかになったのはよかった。学級生活満
足群の平均が全国より高いのはよいが、小学校低学年、高学
年、中学校と、全国はほぼ変化がないのに、％が下がっている
のは気になる。

B

　自己肯定感・承認感を再構築する支援を
進めていく。
　保護者同士の関係性が、子供同士の関係
性にどのような影響をもたらすのか、状況の
把握に努める。
　各部会の教員が連携しながら、積極的に情
報共有し、蓄積してきた実績を、子供達へ還
元することで、どの子にとっても居心地の良
い学校にしていく。

１. 学校園における全ての業務（日々の
教育活動や研究開発、教育実習等）を
自己能力の伸長過程と捉え、自らの成
長を俯瞰的に評価し記録する。

中期目標(前文)
地方共創の主役を担い、多様
性を育む自由で平和な国際社
会の実現に貢献する「平和を希
求しチャレンジする国際的教養
人」を育成する。

①学校経営方針に基づいた目標を職員が立て、その目
標の達成度合いに応じて総合的業績評価を行う。
②全ての業務を自己能力の伸長過程と捉え、自立的に
自己研鑽力に努める。
③大学との共同研究や個人研究を企画し、研究費獲得を
目指していく。個人で進めている研究については、研究
結果の積極的な発表を推奨する。

①職員全員が学校経営方針に基づいた行動目標、成果目標を
立てて実践する。
②校務分掌上の役割や校内研修での役割の遂行状況を客観的
に把握し、自己能力の伸長を、全職員が自己評価する。
③学校園全体で２件以上の学会発表あるいは、論文発表を行
う。

２枚

①年度当初に各自が設定した個人業績表の設定
項目の達成に向けて鋭意取り組むことができた。
②現時点では公務分掌上の役割や研究開発の推
進、教育実習等の役割等を遂行している。中学校で
は、今年度中堅教諭等資質向上研修を実施してお
り、多くの教員が研修に携わっており、職能成長に
繋がっている。
③令和8年１月までに学校園全体で18件の学会発
表、17本の論文発表を行った。

①②個人の設定した目標に向けて鋭意
取り組み、また公務分掌上の役割等も多
くの教員が遂行することができていたが、
労働時間を意識した業務遂行を更に進
めていく必要がある。
③公務分掌上の役割を最優先事項とし
つつ、個人研究も無理のない範囲内で
推奨していく。

B

　学校全体の研究を進めつつ、個人研究や研究費獲得に取り
組んでおられることに、感服した。職能成長につながる研修を実
施されることは、非常に有意義だと感じる。労働時間とのバラン
スを図りながら進められるようになれば良いと考える。
　公務分掌上の役割自体が他の公立学校より多い上に、教育
のモデル校として高いレベルの授業の質や研究成果を求めら
れ、大いにプレッシャーがあると思う。その上に、大学との共同
研究、学会発表、論文執筆まで加わると気力も体力も消耗して
しまうのではないか。

B

　附属学校の使命として、個人研究や論文
発表など自己研鑽に努めることは勿論のこ
と、校務分掌を優先しながら、児童生徒への
指導・支援を行っていく。

２. 校種に応じた業務の遂行にとどまら
ず、校種の違いを尊重し合いながら、経
営資源を効率よく活用し、学校経営方
針に従って時間管理と個々の働きやす
さを追求する。

中期目標Ⅱ【14】中期計画Ⅱ
【14】-1
業務運営の改善及び効率化を
行う。

①経営資源の効率的な活用を念頭に、学校園全体として
業務内容の精選や校務分掌の平準化、時間割の弾力的
な運用等を行う。
②1年を通して1人当たりの月の時間外労働時間が38時
間未満となるように職員が一丸となって業務を遂行する。

①ⅰ）契約職員の積極的な活用を行い、教職員の80％以上が、
業務が軽減したと答える。
ⅱ）週に１日、一斉退勤日を設け、退勤時間を定め厳守する。
ⅲ）安全衛生委員会でメンタルヘルスに関する研修を定期的に
行い、委員はそれぞれの所属で研修内容を還元する。
②1人当たりの月の時間外労働時間が全職員38時間未満となる
よう、業務の平準化、職員の発想の転換、意識改革を進めてい
く。

３枚

①教職員の91％が、契約職員の積極的な活用を行
い、その内97％が業務が軽減したと答えた。
・週に１日、一斉退勤日を設け、退勤時間を定めた
が、全校種で守られていない（質問項目：いつも・大
体守っているが学校園全体で94％）。
・安全衛生委員会を毎月実施し、その中で活用した
資料は各所属で情報を共有した。
②令和８年12月までの1人当たりの月の時間外労働
時間（目標は38時間未満）を達成できたのは幼稚園
のみで、小・中は未達成であった。

①契約職員をより一層活用するなど、業
務の縮減を図るなどしていく。週に１日設
けている、一斉退勤日の退勤時間を守る
ように全校種で徹底していく。
②令和８年１月までの1人当たりの月の
時間外労働時間について、達成率は幼
の教員は100％、小は約63％、中は約
87％であったので、次年度は、全教員の
85％が38時間未満となるようにする。

C

　時間外労働時間に関する目標がなぜ達成できないのか、その
原因分析をした上で対策を立てるべきではないか。
　深刻な事案だと捉えている。契約職員の積極的な活用を行
い、教職員の皆様が専門的な質の高い授業と研究に心置きなく
取り組んでいただきたい。
　月38時間未満という時間外労働時間の制約を守ることがどれ
ほどハードㇽの高いことか、表を見ると一目瞭然であった。所感
を読むと、様々な要因がからんでいて、どんなに契約職員の援
助があっても、どんなに効率良くやろうとしても短縮できない業
務や研究もあると思われる。少しでも軽減できる具体策を待つし
かないのでしょうか。

C

　アンケート結果から学会発表や論文発表を
していない割合が結構ある中で、時間外労
働時間が多いのはなぜか、を明らかにする。
働くことの個人的価値観の違いがあるとはい
え、健康が一番なので、児童生徒を一番に
考えた校務分掌等を最優先としつつ、職員
の労働時間に対するマネジメント力を高めて
いく。

３. 学部生・大学院生の教育実習と非常
勤講師の職務を充実させ、実習満足度
を高水準に保ち、また非常勤講師の職
務満足度を高めることで、指導する側も
教育実践を見直す場を設定し、指導者
自らの成長を自覚し、職能を高めてい
く。

中期目標(前文)
地方共創の主役を担い、多様
性を育む自由で平和な国際社
会の実現に貢献する「平和を希
求しチャレンジする国際的教養
人」を育成する。

①学部生や大学院生の教育実習を充実させ、実習満足
度を高水準に保つとともに、指導する側にも教育実践を
見直す場を設定し、指導者自らの成長を記録し、職能を
高めていく。
②非常勤講師の職務を充実させ、満足度を高めるととも
に、附属三原学校園の人材育成能力を高めていく。

①教育実習生対象のアンケート調査で実習満足度に関して8割
以上の肯定的評価を得る。教育実習部で指導を行った職員の
振り返りを共有する取り組みを行う。
②非常勤講師の職務満足度についてアンケート調査を実施し、
成果と課題を整理し、職員間で情報を共有することで、非常勤講
師のサポート体制を作り実践する。 ２枚

①教育実習生対象のアンケート調査では、実習満
足度に関して100％の肯定的評価を得た。また、教
育実習の指導者への効果も複数見られた。一方、
指導を行った職員の中には、授業準備、事前・事後
指導に負担感を抱える者もいた。
②非常勤講師のアンケート調査（中学校）では、す
べての項目で肯定的回答が得られた。一方、勤務
の環境や教科担当教員、担当学年教員との情報共
有の機会（成績処理等）については、改善すべき点
もあることが分かった。

①本校の役割を十分に理解し、次年度
も所定の実習指導時間の範囲内で、実
習生指導を機能的に実施できるようにし
ていく。
②非常勤講師の職務の充実に向けて、
教務部で課題を整理し、職員間で情報
を共有し、課題解決に努め、非常勤講
師への丁寧な指導のより一層の充実を
図る。

A

　教育実習生に対する「丁寧なフィードバック」「ＩＣＴ機器の効果
的な活用」「遊びを通した学びの重要性」「児童理解と教材研究
の重要性」など教職員の方々の手厚いご指導は折り紙つきであ
る。児童生徒も教育実習生の迎え入れが上手い。非常勤講師
の人材育成が、将来の教員としての成長につながっていること
は、高度な教育的意義を有していると感じる。
　指導に当たられる先生方には、実習に入る前より準備等が忙
しく、いざ始まるとマンツーマンの指導で多忙なスケジュールと
なり、負担は相当大きいと考えられる。しかし、学生にとっては、
経験豊かな先生方に指導してもらえることは、この先の励みにな
り、教師という職業の厳しさと魅力を心に刻み付け、一層の覚悟
で教職を目指すことになる。大変責任ある使命だと思う。

A

　教育実習の充実は、附属学校の使命でも
あるので、将来の教員・子供たち、更には日
本の教育のために、課題を解決し、更に教
育実習を機能的に実施していく。
　非常勤講師の限られた勤務時間におい
て、本務者との連携のあり方について、工夫
されて報・連・相がスムーズに行われ、児童
生徒が不利益を受けないようにしていく。

１. 「わかりやすさ」を追求した情報発信
を行うとともに、他の学校園からの依頼
(研究協力や講師派遣、学校園視察等)
には積極的に応じる。
また、地域教育機関と連携して取り組ん
だ, 全国的に見られる地域課題の解決
に向けた研究について, 取組状況を発
信していく。

中期目標Ⅰ4【12】中期計画Ⅰ4
【12】-1
学部・研究科等と連携し、実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに、全国あるいは地域に
おける先導的な教育モデルを
開発し、その成果を展開するこ
とで学校教育の水準の向上を
目指す。

①ＨＰとコンテンツを随時更新し、教育活動の成果が閲覧
者に伝わるようにする。
②ＨＰ中のコンテンツや他に発信したものに、アンケート
フォームのURLを貼り付け、受信者からの評価が得られる
取組を行い、結果に基づいて発信内容等を改善してい
く。
③他の学校園からの研究協力や講師派遣、学校園視察
等の依頼には積極的に応じるとともに、事後アンケートを
用いて改善を図る。

①広報部会が中心となってアンケート調査を行い、分かりやすさ
に関して8割以上の肯定的評価を得る。
②令和７年12月まで広報部会が中心となってアンケート調査を
行い、すべての項目に関して8割以上の肯定的評価を得る。ま
た、評価に基づいた改善点については、広報部会が中心となっ
て検討し、随時ＨＰで公開する。
③他の学校園が依頼しやすいＨＰづくりを広報部会が行う。研究
主任が中心となって依頼に対応する。事後アンケートの全ての
項目に関して8割以上の肯定的評価を得る。また、評価に基づ
いた改善点については、研究主任と広報部会が中心となって検
討し、依頼先に伝えていく。

１枚

①研究だよりの保護者アンケート調査（３項目）から、光輝に関しては,
異学年交流や異校種交流の実践に対して、97％以上の肯定的回答
を得た。紙面の配布だけではなく、リマインド配信や教師の語りを研究
だよりに追加したことの効果も見られた。
②外部講師派遣事後アンケート調査（３項目）を行い、質問項目に関
して90％以上の肯定的回答を得た。現時点で、今年度の外部講師派
遣の実績は17件である。これまでの三原学校園の研究・取組や教員
の実践が学外へ広く発信されている成果がでてきていると考えられ
る。
③本学校園視察の事後アンケートでは、24件の回答があり、外部講師
派遣と同様に90％以上の肯定的回答を得た。幼小接続を踏まえた低
学年の実践や教科教育に関わる関心が高く、視察で得た気づきを生
かしていきたいという意見をいただいた。また、外部の先生方の困り感
や研修のニーズについても広く知ることができる回答内容となってい
た。

①アンケート結果をもとに、子供の具体的な姿や実践
が見える「研究だより」の作成に努めていく。
②③三原学校園の研究や実践の成果をより一層発信
していくために、他の学校園が依頼しやすいHPづくり
を行う。
　講師派遣事業や視察等の依頼数を増やし、ニーズに
合わせた対応を心がけ、地域の抱える教育的課題解
決に向けて全教員が積極的に携わっていく。
　評価に基づいた改善点については、随時ＨＰで公開
し、実際の研修や視察の場で活かしていく。

B

　教育研究大会＋教育関係者専用ＨＰ「わたしたち（教職員）が
大切にしていること」で保育、各教科の教員の興味関心、大切
にしていることがまとめてあり、明確で、講師派遣や視察につな
がっているように感じた。ＨＰで子供たちの様子が写真や具体的
なエピソードで前向きな成長がよく伝わってくる。
　毎回研究会に来られる教員や学生さんの多さを見れば、本校
がどれだけ注目されているかが伝わってくる。子供たちと共に学
び続ける本校の姿を、この地域だけでなく、広く教育界の最前
線に立って、新しい教育を発信していただきたい。10年後、20
年後、卒業生が母校を振り返った時に、ここで学んだことを誇り
に思える学校であって欲しい。
　昨年度の課題に対する解決策を検討され、学園の研究・取組
や教員の実践を広く発信され、成果が出たことは素晴らしいこと
である．

B

　三原学校園の研究や実践の成果をより一
層発信していくために、他の学校園が依頼し
やすいHPづくりを行う。
　他校からの講師派遣・本校視察が増えて高
評価を得ていることは、附属学園の取組が成
果となって表われていると考える。引き続き時
間も考慮しながら進めていく。

自己評価 学校関係者評価

令和７年度学校関係者評価（最終）報告書

学校（園）名：広島大学附属三原学校園

学校関係者評価を
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中期目標Ⅰ4【12】
中期計画Ⅰ4【12】-1
学部・研究科等と連携し、実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに、全国あるいは地域に
おける先導的な教育モデルを
開発し、その成果を展開するこ
とで学校教育の水準の向上を
目指す。

分野
重点目標

（評価項目）
年度計画（中期計画・
中期目標）との関連性

具体的方策 成果指標・判断基準 報告書 成果
自己評価（最終） 学校関係者評価



２. 本学校園に在籍する子供及びその
保護者に対して、附属三原らしい教育
活動とその成果を分かりやすく説明し、
学校経営に対する理解を深めていく。

(該当項目なし) ①在籍する子供とその保護者に対してさまざまな機会（授
業、参観日、懇談会、学年通信、ＨＰ等）に「自ら伸びよ」
の教育理念や三原学校園の使命、学年目標、それらに
基づく教育活動とその成果を分かりやすく説明し、理解を
深めていく。

①ⅰ）年２回、子供対象と保護者対象の学校評価アンケートを各
校種の主幹教諭が教務部と協力して実施する。
ⅱ）子供対象の学校評価アンケートで学習指導や生徒指導に関
する項目で8割以上の肯定的評価を得る。
ⅲ）保護者対象の学校評価アンケートで学校の教育活動に関す
る項目で8割以上の肯定的評価を得る。評価結果と改善点を公
表し、改善に向けての取組を行う。

１枚

①令和7年6月と令和８年１月に子供対象と保護者対象の学校評価ア
ンケート（幼と小は保護者、中は生徒と保護者）を実施した。保護者対
象の学校評価アンケートでは、３校種の合算で、すべての項目で80％
以上の肯定的評価を得た。幼稚園・小学校では、多くの項目で数値
の上昇が見られ、日々の保育・教育活動の成果が着実に表れてい
た。中学校においても、教員の授業づくりや他者理解に関する項目で
数値の上昇が見られ、未達成の項目は１項目にとどまっていた。また、
項目外ではあるが、スマートフォンやインターネットの利用について、
他項目と比較すると、依然として低いものの、1月のアンケートでは改
善傾向が見られ、数値が向上していた。

①アンケートの結果より、幼稚園では、子供が目的意
識を持って挑戦できるような環境づくりや、つまずきを
支える援助の改善を行っていく。小学校では、家庭と
の連携を深め、研究成果と保護者の実際の体感のず
れの解消に努める。中学校では、ネットモラルや公共
交通機関のモラル・マナーの指導を、学校と家庭が一
体となって進める。特にスマートフォン等の使用につい
ては、小中で連携をしながら進めていく。

B

　レジリエンスに関連した、粘り強さやあきらめずにやり抜こうとす
る姿は、すぐに保護者の目には分かりづらいかもしれませんが、
子供の成長過程において気づかされるときがある。家庭への啓
発、連携も必要と感じる。モラル、マナーに併せて近隣周辺地
域への思いやりもご考慮いただけますと幸いです。
　昨年に続いてアンケート回答率が小学校、中学校共に半分程
度と低く、保護者の非協力的なのが寂しい。アンケートの設問に
もよるが、保護者を通して、子供の変化を知るというのはなかな
か難しいと思う。何よりも生徒自身が「光輝」の時間は自分たち
に必要なことを学ばせてくれている」と感じていることが大事であ
る。

B

　スマートフォンやインターネットの問題は、
犯罪に巻き込まれる事案が多発しており、警
察等関係機関との連携をしつつ、児童生徒
とともに考えていく。また、公共交通機関のモ
ラル・マナーや、駅前及び隆景広場などでの
過ごし方等、以前から指摘されている点につ
いても、保護者とも連携しながら指導してい
く。

注）         太枠内は、学校関係者評価委員会が記入する。

　    　 年 度  学 校 関 係 者 評 価 報 告 書
評価点　

A  高いレベルで達成できた A  とても適切である

B  達成できた B  概ね適切である

C  一部達成できなかった C  あまり適切でない

D  ほとんど達成できなかった D  適切でない

E  判定できない

達成状況、改善策 評価 意 見 ・ 理 由 評価

注）          太枠内は、学校関係者評価委員会が記入する。

C
　
地
域
貢
献
・
広
報

自己評価 学校関係者評価

学校（園）名：                                     

自己評価 学校関係者評価 学校関係者評価を
踏まえた改善策

成果指標・判断基準分野
重点目標

（評価項目）
年度計画（中期計画・
中期目標）との関連性

具体的方策


